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日本の科学技術政策の基本

総合科学技術会議（本会議）（原則毎月１回開催）

科学技術政策担当大臣と総合科学技術会議有識者議員との会合（原則毎週１回開催）

① 科学技術に関する基本的な政策の調査審議（例：第３期科学技術基本計画の策定）

② 予算・人材等の資源配分等の調査審議（例：毎年度の科学技術関係予算の優先順位付け）

③ 国家的に重要な研究開発の評価

総合科学技術会議議員名簿 科学技術行政の動き

1995年（平成7年） 科学技術基本法の制定

1996～2000年 第1期科学技術基本計画

2001年（平成13年）中央省庁再編

→内閣府とともに「総合科学技術会議」発足

2001年～2005年 第2期科学技術基本計画

2006年～2010年 第3期科学技術基本計画
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第１期第１期 基本計画基本計画
（１９９６～２０００年度）（１９９６～２０００年度）

第２期第２期 基本計画基本計画
（２００１～２００５年度）（２００１～２００５年度）

第３期第３期 基本計画基本計画
（２００６～２０１０年度）（２００６～２０１０年度）
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科学技術創造立国に向けて科学技術創造立国に向けて

●政府研究開発投資の拡充

期間内の科学技術関係経費

総額の規模は１ ７兆円
（実績：１ ７.６兆円）

●新たな研究開発システム
の構築

・競争的研究資金の拡充

・ポストドクター１万人計画
・産学官の人的交流の促進
・評価の実施

等

●政府研究開発投資の拡充

期間内の科学技術関係経費

総額の規模は１ ７兆円
（実績：１ ７.６兆円）

●新たな研究開発システム
の構築

・競争的研究資金の拡充

・ポストドクター１万人計画
・産学官の人的交流の促進
・評価の実施

等

●３つの基本理念
・新しい知の創造
・知による活力の創出
・知による豊かな社会の創生

●政策の柱
・戦略的重点化
－基礎研究の推進

－重点分野の設定

・科学技術システム改革

－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等

・総額規模は２４兆円
（実績：２１.１兆円）

・５０年間でノーベル賞受賞者
３０人程度

●３つの基本理念
・新しい知の創造
・知による活力の創出
・知による豊かな社会の創生

●政策の柱
・戦略的重点化
－基礎研究の推進

－重点分野の設定

・科学技術システム改革

－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等

・総額規模は２４兆円
（実績：２１.１兆円）

・５０年間でノーベル賞受賞者
３０人程度

【政策目標】

イノベーター日本 など６つの

政策目標

総額規模は２５兆円

―科学技術によるイノベーション―
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【基本姿勢】

①社会・国民に支持され、
成果を還元する科学技術

②人材育成と競争的環境の重視
～モノから人へ、
機関における個人の重視～
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当初予算 補正予算 地方公共団体分

１３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

第２期 第３期

※地方分は未集計

45,84245,842
43,58143,581

40,49040,490 40,84240,842 40,40540,405 41,36941,369

35,11335,113

第２期（13～17年度）第１期（8～12年度）

基本計画での投資規模：約17兆円
実際の予算額：17.6兆円

基本計画での投資規模：約24兆円
実際の予算額：21.1兆円

第３期（18～22年度）

基本計画での投資規模：約25兆円

34,68534,685 35,44435,444 35,97435,974 36,08436,084 35,77935,779 35,74335,743

うち科学技術振興費

科学技術関係予算（当初予算） ※地方分は除く

科学技術関係予算の総額

（（11,20811,208）） （（11,83211,832）） （（12,29812,298）） （（12,84112,841）） （（13,17013,170）） （（13,31213,312）） （（13,47713,477））
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２０年度（案）

40,47540,475

35,70835,708

（（13,62813,628））

科学技術関係予算の推移



科学技術の戦略的重点化科学技術の戦略的重点化

分野内の重点投資

重点推進４分野
（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料）

及び 推進４分野
（エネルギー、ものづくり技術、社会基盤、フロンティア）

自由な発想に基づく基礎研究については、多様性を確保しつつ、
一定の資源を確保して着実に推進

基礎研究基礎研究

政策課題対応型
研究開発

政策課題対応型
研究開発 １１

２２

選択と集中の
一層の徹底

○ 戦略重点科学技術
○ 研究開発の推進方策

○ 状況認識

○ 重要な研究開発課題
○ 目標設定

特に今後５年間に集中投資すべき科学技術

取組を円滑に進め「活きた戦略」を実現する方策

今後５年間に政府が取り組む重要な課題

研究開発目標・成果目標を政府の責任部署とともに明記
分野別
推進戦略
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戦略重点科学技術 ６２科学技術

基本計画期間中に基本計画期間中に

集中投資集中投資
を行う科学技術を行う科学技術

重要な研究開発課題 ２７３課題

経済的・社会的な
波及可能性

政策的目標への
貢献度

官民の
役割分担

科学技術の
発展可能性

世界の技術との
比較優位性

分野間融合による分野間融合による
新領域の課題を含む新領域の課題を含む

※● 次世代スーパーコンピュータ ● 海洋地球観測探査システム

● Ｘ線自由電子レーザー ● 高速増殖炉サイクル技術 ● 宇宙輸送システム

社会･国民のニーズに迅速に対応

国際競争に勝ち抜く上で不可欠

国家基幹技術 国主導の長期戦略による
大規模プロジェクト

各分野毎の戦略の理念

※

選択と集中の考え方選択と集中の考え方
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大学等の基盤的経費、

科学研究費補助金等の基礎研究

政策課題対応型研究開発
（重点推進４分野及び推進４分野）

システム改革等

11兆兆69986998億円億円

11兆兆48564856億円億円 32593259億円億円

人材育成、理解増進、産学官連携、
知的財産、地域イノベーション 等

11兆兆48094809億円億円 31733173億円億円

１９年度：３兆５１１３億円

１８年度：３兆５７４３億円

11兆兆77617761億円億円

戦略重点科学技術

2850億円

国家基幹技術を含む戦略重点

科学技術への重点化

（１６％ → ２３％ 比率拡大）

戦略重点科学技術

3873億円

平成１９年度科学技術関係予算案における重点化の概略

6
※各府省から提出されたデータに基づき内閣府が集計

※競争的資金、独立行政法人運営費交付金等については、１７年度配分実績または１８年度配分見込みを基に按分しており、今後変更されることがある

※第３期科学技術基本計画を踏まえ、１８年度より分野別集計方法を変更している

16%

23%

主な施策例

臨床研究・臨床への橋渡し研究
（186億円 → 244億円）

次世代スーパーコンピュータ
（35億円 → 77億円）

宇宙輸送システム
（255億円 → 379億円） 等

政策課題対応型研究開発
（重点推進４分野及び推進４分野）

大学等の基盤的経費、

科学研究費補助金等の基礎研究

システム改革等

人材育成、理解増進、産学官連携、
知的財産、地域イノベーション 等



政策課題対応型研究開発（８分野）の割合

１９年度

１８年度

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ 情報通信 環境 ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・
材料 ｴﾈﾙｷﾞｰ ものづくり技術 社会基盤 ﾌﾛﾝﾃｨｱ

18.5%
3137億円

17.8%
3154億円

9.9%
1681億円

9.7%
1726億円

7.5%
1281億円

6.7%
1190億円

4.3%
762億円

4.6%
786億円

29.7%
5050億円

31.5%
5603億円

1.7%
305億円

1.9%
331億円

14.4%
2448億円

15.4%
2731億円

13.4%
2284億円

12.9%
2290億円

合計：合計： 11兆兆69986998億円億円

合計：合計： 11兆兆77617761億円億円
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※各府省から提出されたデータに基づき内閣府が集計

※競争的資金、独立行政法人運営費交付金等については、１７年度配分実績または１８年度配分見込みを基に按分しており、今後変更されることがある

※第３期科学技術基本計画を踏まえ、１８年度より分野別集計方法を変更している



(座長)黒川 清 (内閣特別顧問)
江口 克彦(ＰＨＰ総合研究所代表取締役社長)
岡村 正 (日本経済団体連合会副会長((株)東芝取締役会長))
金澤 一郎(日本学術会議会長(国立精神・神経センター総長))
坂村 健 (東京大学大学院情報学環教授）
寺田千代乃(関西経済連合会副会長(アートコーポレーション(株)代表取締役社長))
薬師寺泰蔵(総合科学技術会議議員(慶応大学客員教授))

平成１８年１０月２０日～

平成１９年５月２５日
体 制体 制 イノベーション担当大臣イノベーション担当大臣

内 容内 容

イノベーション２５戦略会議イノベーション２５戦略会議
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「イノベーション立国」に向けた社会環境づくりのための
社会システムの改革戦略

１．社会システムの改革戦略ロードマップ
（１）早急に取り組むべき課題
（２）中長期的に取り組むべき課題

２．技術革新戦略ロードマップ

長期戦略指針「イノベーション２５」（平成１９年６月１日閣議決定）



世界的課題
解決に貢献する

社会

安全・安心な社会

生涯健康な社会

多様な人生を送
れる社会

世界に開かれた
社会

私たちが目指

す2025年の

日本の姿

実証研究を通じて国民への還元を加速する実証研究を通じて国民への還元を加速する

「社会還元加速プロジェクト」「社会還元加速プロジェクト」

実証段階に到達する技術

基礎・基盤的技術など（引き続き重点的に推進）

イノベーションの種を生み出す独創性の高い挑戦的なイノベーションの種を生み出す独創性の高い挑戦的な

「基礎研究」「基礎研究」
・高い目標を掲げる意欲的で挑戦的な研究を支援・高い目標を掲げる意欲的で挑戦的な研究を支援

・若手の自立を支援し広い裾野を築く・若手の自立を支援し広い裾野を築く

・異分野技術融合・異分野技術融合 ・官民協力、府省融合・官民協力、府省融合

・システム改革を伴う実証研究・システム改革を伴う実証研究

・プロジェクトを一元的に推進するための体制・プロジェクトを一元的に推進するための体制

特徴特徴

政策課題に対応するため選択・集中的に実施する政策課題に対応するため選択・集中的に実施する

「分野別の戦略的な研究開発ロードマップ」「分野別の戦略的な研究開発ロードマップ」
～将来の日本の姿と戦略重点科学技術～～将来の日本の姿と戦略重点科学技術～

③

②

①

新技術の
社会への還元

新技術の
社会への還元

④ イノベーションを担うイノベーションを担う「研究開発体制の強化」「研究開発体制の強化」

技術革新戦略ロードマップの構成技術革新戦略ロードマップの構成
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１．生涯健康な社会１．生涯健康な社会

・人体機能を補助・再生する医療

２．安全・安心な社会２．安全・安心な社会

・災害情報通信システム

・安全で効率的な道路交通システム
（ITS）

３．多様な人生を送れる社会３．多様な人生を送れる社会

・先進的な在宅医療・介護

４．世界的課題解決に貢献する社会４．世界的課題解決に貢献する社会

・バイオマス資源の総合利活用

５．世界に開かれた社会５．世界に開かれた社会

・音声翻訳コミュニケーション技術

社会還元加速プロジェクトの例社会還元加速プロジェクトの例社会還元加速プロジェクトの例

社会還元加速プロジェクトについて社会還元加速プロジェクトについて社会還元加速プロジェクトについて

問題点問題点
要素技術としては確立されつつあるが、それらの技術を国民が享受できていない。

異分野技術融合、官民協力・府省融合、システム改革、技術の社会システムとして
の実証研究（５年以内に開始）を通して成果の社会還元を加速

10

社会還元加速プロジェクトについて



「社会還元加速プロジェクト」の例（１） ～「生涯健康な社会」を目指して～

失われた人体機能を再生する医療の実現

プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要

・再生の医療分野において、
欧米に比べ実用化が遅い。

・再生医療の実用化に必要な
安全性評価基準などの整備
が不十分。

○角膜、皮膚、心筋等の分野での
再生医療の実用化

○万能幹細胞（iPS細胞等）の
実用化に向けた研究開発

以下についての技術開発、システム改革を５年以内に行い、国民への還元を加速する。

課題課題課題

○審査体制の強化による承認審査の迅速化

○安全性・品質等を確保する適切
な評価基準の確立

【技術開発】 【システム改革】

再生医療の例：角膜損傷の治療

術前 → 術後

角膜移植の待機患者数は年間約４０００人に対し

献眼者数は約９００人

国民が再生医療の恩恵を受けること

ができる社会の実現が求められる。
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。。。。。。。。。。。。。
。。
。。。。。。。。。。。

○×△

統合・予測

衛星

GISGISをベースをベース
としたとした

プラットフォームプラットフォーム
（災害情報の共有）（災害情報の共有）

警報

関係機関

各省庁

内閣府（防災担当）

地方自治体

きめ細かい災害情報を国民一人一人に届けるとともに災害対応に役立つ

情報通信システムの構築

・災害情報の伝達・収集が円滑でなく、1枚の地図に統合化された情報として

一元的に把握・発信できていない。

・国民一人一人に災害情報が確実に伝わるシステムとなっていない。

国民

的確な警報・避難情報を国民一人一人に提供的確な警報・避難情報を国民一人一人に提供

課題課題課題

以下の技術開発を行い、５年以内に
モデル地域を設定し、実証研究を行う。

・災害・被害情報を１枚の地図に統合化
して一元的に管理・共有できる新たな
情報通信システムの構築

・国民一人一人に迅速に情報伝達
可能な通信網と情報端末の開発 等

プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要

：情報の流れ

避難情報

現場対応
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社会還元加速プロジェクトの例（２）～「安全・安心な社会」を目指して～



まとめ
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－科学技術創造立国に向けて－

１．絶えざるイノベーションの創出
－基礎研究の充実－

２．投資の選択と集中の徹底
－分野別推進戦略及び戦略重点科学技術の推進－

３．成果を還元する科学技術
－社会還元加速プロジェクトの推進－


